
 
 

 

５ 小腸機能障害等級表 
と診断のポイント 
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第第８８  小小腸腸機機能能障障害害  

 

障障害害程程度度等等級級表表  

 

級級別別  小小  腸腸  機機  能能  障障  害害  

 １級 小腸の機能の障害により自己の身辺の日常生活活動が極度に制限されるもの 

 ２級  

 ３級 小腸の機能の障害により家庭内での日常生活活動が著しく制限されるもの 

 ４級 小腸の機能の障害により社会での日常生活活動が著しく制限されるもの 

 

一一  障障害害程程度度等等級級表表解解説説  

 

１１  等等級級表表１１級級に該当する障害は、次のいずれかに該当し、かつ、栄養維持が困難 

 （注１）となるため、推定エネルギー必要量（表１）の 60％以上を常時中心静脈栄

養法で行う必要のあるものをいう。 

 ａ  疾患等（注２）により小腸が切除され、残存空・回腸が手術時、75 ㎝未満（た  

だし乳幼児期は 30 ㎝未満）になったもの 

 ｂ  小腸疾患（注３）により永続的に小腸機能の大部分を喪失しているもの 

 

２２  等等級級表表３３級級に該当する障害は、次のいずれかに該当し、かつ、栄養維持が困難 

 （注１）となるため、推定エネルギー必要量（表１）の 30％以上を常時中心静脈栄

養法で行う必要のあるものをいう。 

 ａ  疾患等（注２）により小腸が切除され、残存空・回腸が手術時、75 ㎝以上 150  

㎝未満（ただし乳幼児期は 30 ㎝以上 75 ㎝未満）になったもの 

 ｂ  小腸疾患（注３）により永続的に小腸機能の一部を喪失しているもの 

 

３３  等等級級表表４４級級に該当する障害は、小腸切除又は小腸疾患（注３）により永続的に小 

腸機能の著しい低下があり、かつ、通常の経口による栄養摂取では栄養維持が困難 

（注１）となるため、随時（注４）中心静脈栄養法又は経腸栄養法（注５）で行う 

必要があるものをいう。 

 

 （注１）「栄養維持が困難」とは 

     栄養療法開始前に以下の２項目のうちいずれかが認められる場合をいう。 

         なお、栄養療法実施中の者にあっては、中心静脈栄養法又は経腸栄養法に        

よって推定エネルギー必要量を満たしうる場合がこれに相当するものである。 

       ①  成人においては、最近３か月間の体重減少率が、10％以上であること。          

（この場合の体重減少率とは平常の体重からの減少の割合、又は（身長－         

100）×0.9 の数値によって得られる標準的体重からの減少の割合をいう。） 

          15 歳以下においては、身長及び体重増加がみられないこと。 
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       ② 血清アルブミン濃度 3.2ｇ／ｄｌ以下であること。 

  （注２）「疾患等」とは 

         小腸大量切除を行う疾患、病態は以下の場合をいう。 

       ①  上腸間膜血管閉塞症 

       ②  小腸軸捻転症 

       ③  先天性小腸閉鎖症 

       ④  壊死性腸炎 

       ⑤  広汎腸管無神経節症 

       ⑥  外傷 

       ⑦  その他 

  （注３）「小腸疾患」とは 

       ①  クローン病 

       ②  腸管ベーチェット病 

       ③  非特異性小腸潰瘍 

       ④  特発性仮性腸閉塞症 

       ⑤  乳児期難治性下痢症 

       ⑥  その他の良性の吸収不良症候群  

 （注４）「随時」とは 

         ６か月の観察期間中に４週間程度の頻度をいう。 

  （注５）「経腸栄養法」とは 

         経管により成分栄養を与える方法をいう。 

  （注６）手術時の残存腸管の長さは腸間膜付着部の距離をいう。 

  （注７）小腸切除（等級表１級又は３級に該当する大量切除の場合を除く。）又は        

小腸疾患による小腸機能障害の障害程度については再認定を要する。 

  （注８）障害認定の時期は、小腸大量切除の場合は手術時をもって行うものとし、        

それ以外の小腸機能障害の場合は６か月の観察期間を経て行うものとする。 

 

４４  そそのの他他のの留留意意事事項項  

（１）認定基準の中の「小腸機能の一部を喪失」とは、通常の栄養補給では所要の推  

定エネルギー必要量を確保できない場合に対象となるものであり、単一の栄養素  

の吸収不全に着目したものではない。 

（２）６か月の観察期間について、期間の計算は当該疾患に係る初診日以降の範囲内  

で行うこととする。 

（３）３歳未満の乳幼児で診断書作成時において、すでに６か月以上の中心静脈栄養  

法を実施中の者にあっては、推定エネルギー必要量の 60％以上を常時中心静脈  

栄養法により行う必要があるものであれば、等級１級に該当するものである。 

なお、乳幼児については、症状の変動が予想されるので、３歳児をもって再認定

とすることとする。 

（４）クローン病、ベーチェット病等の場合は、一般的に症状に変動があるので、再  

認定（概ね３年）の条件を付すこととする。 
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（５）４級該当の障害として認定することとしている経腸栄養法は、経管により成分  

栄養を与える方法としており、したがって、特殊加工栄養の経口摂取により栄養  

補給が可能な者は、これに該当しないものとする。 

（６）小腸疾患による場合、現症が重要であっても、悪性腫瘍の末期の状態にある場

合は障害認定の対象とはならないものであるので留意すること。 

（７）小腸移植後、抗免疫療法を必要とする者について 

小腸移植後、抗免疫療法を必要とする期間中は、小腸移植によって日常生活活

動の制限が大幅に改善された場合であっても 1 級として取り扱う。 

なお、抗免疫療法を要しなくなった後、改めて認定基準に該当する等級で再認

定することは適当である。 
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      （（表表１１））日日本本人人のの推推定定エエネネルルギギーー必必要要量量  

 

年年  齢齢  （（歳歳））  
  

エエネネルルギギーー（（ｋｋｃｃａａｌｌ／／日日））  

男男  女女  

 

   ０～５（月） 

 

   ６～８（月） 

 

    ９～１１（月） 

 

    １～２ 

 

    ３～５ 

 

    ６～７ 

 

    ８～９ 

 

   １０～１１ 

 

   １２～１４ 

 

   １５～１７ 

 

    １８～２９ 

 

   ３０～４９ 

 

   ５０～６４ 

 

６５～７４ 

 

  ７５以上 

 

      ５５０ 

 

          ６５０ 

 

      ７００ 

 

      ９５０ 

 

    １，３００ 

 

    １，３５０ 

 

     １，６００ 

 

    １，９５０ 

 

    ２，３００ 

 

    ２，５００ 

 

    ２，３００ 

 

    ２，３００ 

 

      ２，２００ 

 

      ２，０５０ 

 

１，８００ 

 

      ５００ 

 

          ６００ 

 

       ６５０ 

 

       ９００ 

 

    １，２５０ 

 

    １，２５０ 

 

    １，５００ 

 

    １，８５０ 

 

    ２，１５０ 

 

    ２，０５０ 

 

    １，７００ 

 

    １，７５０ 

 

      １，６５０ 

 

    １，５５０ 

 

１，４００ 

   「食事による栄養摂取量の基準」 

（令和２年厚生労働省告示第１０号） 
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「「再再認認定定」」対対象象ととすするる際際のの疾疾患患・・症症例例一一覧覧  （（小小腸腸））  

 

一一  発発育育にによよりりそそのの障障害害程程度度にに変変化化がが生生じじるるここととがが予予想想さされれるるとときき  

  ・ 医師の意見を踏まえて再認定対象者に該当するかどうか判定する。 

  ・ ただし、３歳未満で認定するものは「先天的な四肢欠損、形成不全」以外、原則として全て再認

定対象者とする。 

  ・ 具体的な例は、次のとおりである。 

 

疾患・症例 留意事項 

 内部機能障害関係 

 ・先天性疾患 

 手術や治療による改善が見込まれる事例がある。 

 

二二  進進行行性性のの病病変変にによよるる障障害害をを有有すするるとときき  

 ・ 進行性の病変による障害を有するときは、障害程度の重度化が予想されるため、障害更新申請  

の手続きによることとし、原原則則ととししてて、、再再認認定定ののたためめのの診診査査をを義義務務づづけけるるここととははししなないい。。  

  

三三  更更生生医医療療にによよりりそそのの障障害害程程度度にに変変化化がが生生じじるるここととがが予予想想さされれるるとときき  

  ・ 更生医療の適用により障害程度の軽減が予想されることが身体障害者診断書で明らかなものは、  

再認定対象者とする。 

  ・ 具体的な例は次のとおりである。 

 

障害種目 

更生医療の内容 
留意事項 

 小腸疾患の治療（中心静脈栄養 

 法など） 

  原因疾患のクローン病等は一般的に症状に変動があるので再 

 認定のための診査期日は概ね３年後とする。 

 

四四  そそのの他他、、障障害害程程度度にに変変化化がが生生じじるるとと予予想想さされれるるとときき  

  ・ 医師の意見を踏まえて再認定対象者に該当するかどうか判定する。 

  ・ ただし、下記の疾患、症例に該当するものは、原則として再認定対象者とする。 

  ・ 具体的な例は次のとおりとする。 

 

疾患、症例 留意事項 

 小腸切除（１級又は３級に 

 該当する大量切除は除く） 

 又は小腸疾患による小腸機 

 能障害 

 ・既に「障害程度等級表解説」第８小腸機能障害の３の（注７） 

 で再認定を要すると規定している。 

 ・クローン病等の小腸疾患は一般的に症状に変動があるので、再 

 認定のための診査期日は概ね３年後とする。 

 

－ 97 －



　　　小 腸 機 能 障 害 の 等 級 診 断 の ポイント（早見表）

ＮＯ
非該当

 ＹＥＳ
障害程度等級表

　 障害程度等級表

２級 　 　 　 　

４級

　 小腸の機能の
障害により社会で
の日常生活活動
が著しく制限され
るもの

（注１）

（注２）

　　　

　

（注３）

（注４）

（注５）

（注６）

は記載済みですか。

①　上腸間膜血管閉塞症　②　小腸軸捻転症　③　先天性小腸閉鎖症　④　壊死性腸炎
⑤　広汎腸管無神経節症　⑥　外傷　⑦　その他

①　クローン病　②　腸管ベーチェット病　③　非特異性小腸潰瘍　④　特発性仮性腸閉塞症
⑤　乳児性難治性下痢症　⑥　その他の良性の吸収不良症候群

１級

（（全全等等級級でで１１種種））

障害認定の時期は、小腸大量切除の場合は手術時をもって行うものとし、それ以外の小腸機能障害
の場合は６か月の観察期間を経て行うものとする。

３級

　 小腸の機能の
障害により家庭内
での日常生活活
動が著しく制限さ
れるもの

　 小腸切除又は小腸疾患（注３）により永続的に小腸機能の著しい低下があり、
かつ、通常の経口による栄養摂取では栄養維持が困難（注１）となるため、随時
（注４）中心静脈栄養法又は経腸栄養法で行う必要があるもの

「疾患等」とは、小腸大量切除を行う疾患、病態は以下の場合をいう。

ａ　疾患等（注２）により小腸が切除され、残存
空・回腸が手術時、７５㎝以上１５０㎝未満
（ただし乳幼児期は３０㎝以上７５㎝未満）
になったもの

ｂ　小腸疾患（注３）により永続
的に小腸機能の一部を喪失し
ているもの

　 次のいずれかに該当し、かつ、栄養維持が困難（注１）となるため、推定エネル
ギー必要量の３０％以上を常時中心静脈栄養法で行う必要のあるものをいう。

「随時」とは、６か月の観察期間中に４週間程度の頻度をいう。

「小腸疾患」とは、

「栄養維持が困難」とは、栄養療法開始前に次のいずれかが認められた場合をいう。
①　成人においては、最近３か月間の体重減少率が１０％以上であること。１５歳以下においては、
身長及び体重増加がみられないこと。
②　血清アルブミン濃度が３．２ｇ／dℓ以下であること。

小腸切除（等級表１級又は３級に該当する大量切除の場合を除く。）又は小腸疾患による小腸機能
障害の障害程度については再認定を要する。

小腸機能の障害により、経口からの栄養維持が困難ですか

障害程度等級表解説

　 次のいずれかに該当し、かつ、栄養維持が困難(注１）となるため、推定エネル
ギー必要量の６０％以上を常時中心静脈栄養法で行う必要のあるものをいう。

ａ　疾患等（注２）により小腸が切除され、残存
空・回腸が手術時、７５㎝未満（ただし乳幼児
期は３０㎝未満）になったもの

ｂ　小腸疾患（注３）により永続
的に小腸機能の大部分を喪失
しているもの

　 小腸の機能の
障害により自己の
身辺の日常生活
活動が極度に制
限されるもの

診断年月日欄
医療機関名、
指定医氏名欄 再認定欄
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参考資料 

２-５ 参照体位  
 

２２--５５--１１    目目的的  

 食事摂取基準の策定において参照する体位(身長・体重)は、性及び年齢区分に応じ、日本人と 

して平均的な体位を持った者を想定し、健全な発育及び健康の保持・増進、生活習慣病の予防を 

考える上での参照値として提示し、これを参照体位(参照身長、参照体重)と呼ぶ(表３)。 

 

表３ 参照体位(参照身長、参照体重)¹¹ 

性 別 男 性 女 性²² 

年齢等 参照身長(cm) 参照体重(kg) 参照身長(cm) 参照体重(kg) 

０～５ （月） 6611..55  66..33  6600..11  55..99  

６～11 （月） 7711..66  88..88  7700..22  88..11  

６～８ （月） 6699..88  88..44  6688..33  77..88  

９～11 （月） 7733..22  99..11  7711..99  88..44  

１～２ （歳） 8855..88  1111..55  8844..66  1111..00  

３〜５ （歳） 110033..66  1166..55  110033..22  1166..11  

６〜７ （歳） 111199..55  2222..22  111188..33  2211..99  

８〜９ （歳） 113300..44  2288..00  113300..44  2277..44  

10〜11 （歳） 114422..00  3355..66  114444..00  3366..33  

12〜14 （歳） 116600..55  4499..00  115555..11  4477..55  

15〜17 （歳） 117700..11  5599..77  115577..77  5511..99  

18〜29 （歳） 117711..00  6644..55  115588..00  5500..33  

30〜49 （歳） 117711..00  6688..11  115588..00  5533..00  

50〜64 （歳） 116699..00  6688..00  115555..88  5533..88  

64〜74 （歳） 116655..22  6655..00  115522..00  5522..11  

75 以上 （歳） 116600..88  5599..66  114488..00  4488..88  

   ¹¹0～17 歳は日本小児内分泌学会・日本成長学会合同標準値委員会による小児の体格評価に用いる身長、 

体重の標準値を基に、年齢区分に応じて、当該月齢及び年齢区分の中央時点における中央値を引用した。 

ただし、公表数値が年齢区分と合致しない場合は、同様の方法で算出した値を用いた。18 歳以上は、平 

成 28 年国民健康・栄調調査における当該の性及び年齢区分における身長・体重の中央値を用いた。 

   ²²妊婦、授乳婦を除く。 

 

 

   ⽇本⼈の⾷事摂取基準(２０２０年版) 
  「⽇本⼈の⾷事摂取基準」策定検討会報告書より 
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